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国
の
予
算
・
制
度
等
に
関
す
る
要
望

令和２年度
　

以
下
に
「
令
和
２
年
度 

国
の
予
算
・
制
度
等
に
関
す
る
要
望
」
で
自
民
党
都
連
に

　

手
交
し
た
要
望
書
の
内
容
を
紹
介
す
る
。

会
保
険
の
適
用
に
つ
い
て
は
、

平
成
29
年
４
月
よ
り
５
０
０
人

以
下
の
企
業
に
お
い
て
も
労
使

が
合
意
す
れ
ば
週
労
働
時
間
20

時
間
以
上
、
月
額
賃
金
８・８
万

円
以
上
、
勤
務
期
間
１
年
以
上

を
対
象
と
し
て
お
り
ま
す
。

　

本
年
６
月
に
開
催
さ
れ
た
第

１
１
８
回
社
会
保
障
審
議
会
医

療
保
険
部
会
の
資
料「
２
０
４
０

年
を
展
望
し
た
社
会
保
障
・
働

き
方
改
革
本
部
の
と
り
ま
と
め
」

に
よ
る
と
、
本
年
９
月
末
ま
で

に
被
用
者
保
険
（
年
金
・
医
療
）

の
さ
ら
な
る
適
用
拡
大
に
つ
い

て
検
討
す
る
と
し
て
お
り
、
ま

た
令
和
元
年
８
月
27
日
厚
生
労

働
省
よ
り
公
表
さ
れ
た
「
財
政

検
証
」
に
お
い
て
も
試
算
を
実

施
し
、
短
時
間
労
働
者
の
社
会

保
険
適
用
拡
大
を
急
ぐ
構
え
を

し
て
お
り
ま
す
。

　

ビ
ル
ク
リ
ー
ニ
ン
グ
業
は
、

高
齢
者
や
女
性
の
雇
用
、
パ
ー

ト
タ
イ
ム
就
労
な
ど
多
様
な
雇

用
の
受
け
皿
と
な
っ
て
お
り
ま

す
が
、
慢
性
的
な
人
手
不
足
と

人
件
費
の
高
騰
が
続
く
中
、
事

業
主
負
担
の
更
な
る
増
大
は
、

中
小
企
業
を
中
心
と
し
た
ビ
ル

メ
ン
テ
ナ
ン
ス
企
業
の
経
営
を

直
撃
し
、
結
果
的
に
適
用
対
象

外
で
あ
る
週
20
時
間
未
満
の
短

時
間
労
働
者
の
増
加
、
雇
用
の

縮
小
に
も
繋
が
り
か
ね
ま
せ
ん
。

社
会
保
険
適
用
拡
大
の
際
は
、

補
助
金
制
度
の
さ
ら
な
る
導
入
・

充
実
な
ど
、
ビ
ル
メ
ン
テ
ナ
ン

ス
企
業
に
と
っ
て
実
効
性
の
あ

る
支
援
策
を
実
施
し
て
い
た
だ

き
た
い
。

（
２
）
最
低
賃
金
の
引
き
上
げ

へ
の
対
応
に
つ
い
て

　

８
月
末
に
厚
生
労
働
省
か
ら

今
年
度
の
東
京
都
の
最
低
賃
金

を
28
円
（
２・84
％
）
引
き
上
げ
、

本
年
10
月
１
日
よ
り
１
０
１
３

円
と
す
る
旨
の
発
表
が
あ
り
ま

し
た
。

　

最
低
賃
金
の
改
定
時
期
が
年

度
途
中
の
た
め
、
前
年
の
金
額

で
人
件
費
を
積
算
し
落
札
し
た

場
合
に
は
、
契
約
額
が
改
定
さ

れ
な
い
場
合
は
最
低
賃
金
の
上

昇
が
著
し
く
経
営
を
圧
迫
す
る

こ
と
と
な
り
ま
す
。

　

平
成
29
年
７
月
、「
国
等
は
、

特
に
人
件
費
率
の
高
い
役
務
契

約
で
あ
っ
て
人
件
費
単
価
が
低

い
業
務
（
清
掃
等
）
に
関
し
、

年
度
途
中
に
最
低
賃
金
額
の
改

定
が
あ
っ
た
場
合
は
、
適
正
な

価
格
で
契
約
金
額
の
見
直
し
が

行
わ
れ
る
よ
う
検
討
し
、
対
応

す
る
よ
う
努
め
る
も
の
と
す

る
。」
と
の
閣
議
決
定
が
あ
り
ま

し
た
。

　
公
共
工
事
契
約
に
関
し
て
は
、

国
土
交
通
省
は
「『
平
成
31
年
３

月
か
ら
適
用
す
る
公
共
工
事
設

計
労
務
単
価
に
つ
い
て
』
の
運

用
に
係
る
特
例
措
置
に
つ
い
て
」

（
平
成
31
年
２
月
22
日
）
を
公
表

し
、
労
務
単
価
の
改
定
に
伴
う

工
事
請
負
代
金
の
変
更
協
議
に

つ
い
て
特
例
措
置
を
定
め
ま
し

た
。

　

人
件
費
割
合
が
高
く
、
複
数

年
の
契
約
の
多
い
建
築
物
の
維

持
管
理
業
務
に
お
い
て
は
、
労

務
単
価
の
上
昇
を
受
託
者
の
内

部
努
力
で
解
消
す
る
の
は
、
甚

だ
困
難
と
言
わ
ざ
る
を
得
ま
せ

ん
。

　

公
共
工
事
同
様
に
最
低
賃
金

の
ス
ラ
イ
ド
適
用
の
対
象
と
な

る
よ
う
各
行
政
機
関
、
地
方
公

共
団
体
に
お
い
て
、
契
約
当
初

に
引
き
上
げ
を
見
越
し
た
予
定

価
格
の
設
定
、
若
し
く
は
見
直

し
の
制
度
の
改
正
を
お
願
い
し

た
い
。

（
３
）
障
が
い
者
雇
用
へ
の
支

援
策
に
つ
い
て

　

平
成
30
年
４
月
よ
り
障
害

者
雇
用
率
が
２・０
％
か
ら
２
・

２
％
に
引
き
上
げ
ら
れ
、
令
和

２
年
度
末
ま
で
に
２・３
％
に
引

き
上
げ
る
こ
と
が
決
ま
り
ま
し

た
。
ま
た
対
象
企
業
は
平
成
30

年
度
に
は
従
業
員
50
人
以
上
か

ら
45
・
５
人
以
上
に
引
き
上
げ
ら

れ
、
令
和
２
年
度
末
ま
で
に
は

43
・
５
人
以
上
に
見
直
す
こ
と
に

な
り
ま
し
た
。

　

昨
年
８
月
、
中
央
省
庁
の
障

害
者
雇
用
の
水
増
し
に
つ
い
て

頻
繁
に
報
道
さ
れ
ま
し
た
が
、

そ
の
後
の
採
用
に
よ
り
本
年
６

月
時
点
で
は
２・
４
％
に
な
っ

た
と
の
発
表
が
あ
り
ま
し
た
が
、

依
然
法
定
雇
用
率
２・５
％
に
は

達
し
て
お
ら
ず
、
障
害
者
雇
用

率
の
向
上
が
難
し
い
こ
と
の
一

面
を
示
し
て
い
る
よ
う
に
思
わ

れ
ま
す
。
当
業
界
は
、
身
体
障

が
い
者
だ
け
で
な
く
知
的
障
が

１　
公
共
建
築
物
等
の

　
　
維
持
管
理
に
関
す
る
要
望
事
項

　
令
和
元
年
６
月
、
公
共
工
事
の

品
質
確
保
に
関
す
る
法
律
（
以
下

「
品
確
法
」と
い
う
）が
改
正
さ
れ
、

第
７
条
第
５
項
に
「
国
、
特
殊
法

人
等
及
び
地
方
公
共
団
体
は
、
公

共
工
事
の
目
的
物
の
維
持
管
理
を

行
う
場
合
は
、
そ
の
品
質
が
将
来

に
わ
た
り
確
保
さ
れ
る
よ
う
、
維

持
管
理
の
担
い
手
の
中
長
期
的
な

育
成
及
び
確
保
に
配
慮
し
つ
つ
、

当
該
目
的
物
に
つ
い
て
、
適
切
に

点
検
、
診
断
、
維
持
、
修
繕
等
を

実
施
す
る
よ
う
に
努
め
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
。」
と
い
う
規
定
が
追

加
さ
れ
ま
し
た
。

　
今
回
改
正
さ
れ
た
品
確
法
の
趣

旨
が
来
年
度
予
算
・
制
度
等
に
反

映
さ
れ
ま
す
よ
う
、
以
下
の
と
お

り
要
望
し
ま
す
。

ア 

前
回
の
品
確
法
改
正
時
に
は
、

厚
生
労
働
省
よ
り
「
ビ
ル
メ
ン

テ
ナ
ン
ス
業
務
に
係
る
発
注
関

係
事
務
の
運
用
に
関
す
る
ガ

イ
ド
ラ
イ
ン
」（
平
成
27
年
６

月
）
や
「
建
築
物
衛
生
行
政
の

適
正
な
運
営
に
つ
い
て
」（
平

成
28
年
４
月
）
の
通
知
が
発
せ

ら
れ
ま
し
た
。
今
回
も
都
道
府

県
、
区
市
町
村
に
対
し
同
様
の

通
知
を
発
出
い
た
だ
き
、
品
確

法
の
趣
旨
の
徹
底
と
建
築
物
衛

備
に
つ
な
が
る
こ
と
を
期
待
し
て

い
る
と
こ
ろ
で
ご
ざ
い
ま
す
」
と

感
謝
と
期
待
を
表
明
し
た
。

　

さ
ら
に
、「
障
が
い
者
雇
用
に

お
け
る
環
境
整
備
と
い
う
点
で

も
、
新
た
な
制
度
の
導
入
等
に
つ

い
て
ご
助
力
を
い
た
だ
け
れ
ば
幸

い
で
ご
ざ
い
ま
す
」
と
要
請
。
最

後
に
、「
ビ
ル
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
業

界
は
、
日
々
の
仕
事
を
通
じ
て
都

市
環
境
の
維
持
向
上
に
努
め
て
い

る
と
こ
ろ
で
ご
ざ
い
ま
す
。
業
界

の
健
全
な
発
展
の
た
め
、
私
ど
も

の
要
望
に
ご
理
解
ご
支
援
を
た
ま

わ
り
ま
す
よ
う
、
よ
ろ
し
く
お
願

い
申
し
上
げ
ま
す
」と
懇
請
し
た
。

　
要
望
内
容
の
ポ
イ
ン
ト
は
、
横

田
英
雄
幹
事
長
が
説
明
。「
要
望
は

大
項
目
で
２
つ
ご
ざ
い
ま
す
。
大

項
目
１
は
、
公
共
建
築
物
等
の
維

持
管
理
に
関
す
る
要
望
事
項
で
ご

ざ
い
ま
す
」
と
、
改
正
品
確
法
の

趣
旨
の
徹
底
・
指
導
を
要
請
。
大

項
目
２
の
「
そ
の
他
の
制
度
改
正
」

と
し
て
は
、
短
時
間
労
働
者
の
社

会
保
険
適
用
拡
大
の
際
の
実
効
性

の
あ
る
支
援
策
、
最
低
賃
金
の
引

き
上
げ
の
対
応
、
障
が
い
者
雇
用

へ
の
支
援
策
に
つ
い
て
訴
え
た
。

　
こ
の
あ
と
、
中
川
雅
治
参
議
院

議
員
が
、
今
回
の
品
確
法
改
正
の

経
緯
や
、
今
後
の
国
土
交
通
省
、

厚
生
労
働
省
の
動
向
つ
い
て
解
説

し
、
趣
旨
の
徹
底
に
つ
い
て
「
私

も
フ
ォ
ロ
ー
し
て
ま
い
り
た
い
」

と
表
明
。

　
質
疑
応
答
で
は
、
丸
川
珠
代
参

議
院
議
員
か
ら
の
短
時
間
労
働
者

の
問
題
や
障
が
い
者
雇
用
に
つ
い

て
の
質
問
に
対
し
て
、
後
日
の
詳

細
提
供
を
含
め
て
回
答
し
、
理
解

を
求
め
た
。

生
行
政
の
適
正
な
運
営
に
関
す

る
指
導
を
徹
底
し
て
い
た
だ
き

た
い
。

イ 

国
土
交
通
省
、
総
務
省
及
び
財

務
省
は
、
毎
年
度
、
入
札
契
約

適
正
化
法
、
品
確
法
に
基
づ
く

公
共
工
事
の
発
注
者
に
よ
る
入

札
契
約
の
適
正
化
の
取
り
組
み

状
況
に
つ
い
て
調
査
を
行
い
、

結
果
を
公
表
し
て
お
り
ま
す
。

今
年
度
も
国
・
特
殊
法
人
等
・

地
方
公
共
団
体
３
８
６
２
箇
所

を
調
査
対
象
と
し
て
お
り
ま

す
。
厚
生
労
働
省
に
於
か
れ
ま

し
て
も
、
役
務
の
調
達
に
関
し

て
調
査
を
し
て
頂
き
結
果
の
公

表
を
お
願
い
し
た
い
。　

ウ 
低
炭
素
社
会
の
実
現
に
資
す
る

よ
う
、
官
公
庁
入
札
資
格
や
総

合
評
価
入
札
の
評
価
項
目
に
、

（
公
社
）
全
国
ビ
ル
メ
ン
テ
ナ
ン

ス
協
会
が
認
定
す
る
建
築
物
清

掃
管
理
評
価
資
格
者
（
イ
ン
ス

ペ
ク
タ
ー
）
制
度
、エ
コ
チ
ュ
ー

ニ
ン
グ
認
定
制
度
に
基
づ
く
資

格
者
の
配
置
や
事
業
者
認
定
を

積
極
的
に
取
り
入
れ
る
よ
う
、

各
省
庁
の
連
携
し
た
取
組
み
を

強
化
し
て
い
た
だ
き
た
い
。

２　
そ
の
他
の
制
度
改
正

（
１
）
短
時
間
労
働
者
の
社
会

保
険
適
用
の
拡
大
に
つ
い
て

　

短
時
間
労
働
者
に
対
す
る
社

い
者
等
を
雇
用
し
、
障
が
い
の

あ
る
方
々
の
働
き
や
す
い
職
場

環
境
づ
く
り
に
努
め
て
ま
い
り

ま
し
た
。
今
後
も
障
が
い
者
雇

用
を
促
進
さ
せ
る
た
め
に
、
以

下
の
と
お
り
要
望
し
ま
す
。

ア 

知
的
障
が
い
者
を
雇
用
す
る
場

合
は
、
必
ず
サ
ポ
ー
タ
ー
（
補

助
者
）
の
配
置
を
必
要
と
し
ま

す
が
、
一
般
競
争
入
札
に
お
け

る
最
低
入
札
金
額
の
落
札
額
で

は
、
サ
ポ
ー
タ
ー
の
経
費
を
見

積
も
る
余
地
が
あ
り
ま
せ
ん
。

サ
ポ
ー
タ
ー
経
費
を
含
め
た
契

約
案
件
の
試
行
を
お
願
い
し
た

い
。

イ 

現
在
、
各
省
庁
の
入
札
参
加

資
格
で
あ
る
、
省
庁
統
一
資
格

に
お
け
る
等
級
算
出
の
た
め
の

付
与
数
値
は
、
売
上
高
や
資
本

金
等
が
算
定
項
目
と
な
っ
て
お

り
、
障
害
者
雇
用
率
は
算
定
項

目
に
あ
り
ま
せ
ん
。
厚
生
労
働

省
の
一
部
部
局
で
は
、
競
争
入

札
の
参
加
資
格
と
し
て
障
害
者

雇
用
率
の
導
入
に
取
り
組
ま
れ

て
お
り
ま
す
が
、
国
全
体
で
省

庁
統
一
の
審
査
資
格
の
項
目
に

障
害
者
雇
用
率
の
新
設
等
を
お

願
い
し
た
い
。　

ウ 

障
が
い
者
が
従
事
し
や
す
い
環

境
づ
く
り
の
一
環
と
し
て
、
ビ

ル
オ
ー
ナ
ー
に
対
し
て
は
、
障

が
い
者
を
活
用
し
て
ビ
ル
清
掃

を
行
う
業
者
に
委
託
し
た
場
合

に
は
、
国
が
特
別
に
認
証
あ
る

い
は
表
彰
す
る
な
ど
、
ビ
ル
メ

ン
テ
ナ
ン
ス
会
社
に
お
け
る
障

が
い
者
雇
用
を
後
押
し
す
る
制

度
の
創
設
に
つ
い
て
、
引
き
続

き
検
討
を
お
願
い
し
た
い
。

要
望
聴
取
会
の
様
子

　

警
備
業
法
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
内
閣
府
令
が

８
月
30
日
に
公
布
さ
れ
、
同
日
か
ら
施
行
さ
れ
た
。

　

主
な
改
正
点
は
、警
備
員
教
育
の
時
間
数
や
頻
度
な
ど
。

　

新
任
教
育
の
時
間
数
は
、
改
正
前
に
定
め
ら
れ
て
い
た

教
育
時
間
数
の
３
分
の
２
に
短
縮
。
ま
た
、改
正
前
は「
基

本
教
育
」
と
「
業
務
別
教
育
」
に
分
か
れ
て
い
た
時
間
数

が
統
合
さ
れ
た
。
現
任
教
育
の
時
間
数
は
、
改
正
前
に
定

め
ら
れ
て
い
た
教
育
時
間
数
の
16
分
の
10
に
短
縮
。
改
正

前
の
教
育
の
頻
度
は
半
年
に
１
度
の
教
育
期
ご
と
で
あ
っ

た
が
、
年
度
ご
と
に
変
更
さ
れ
た
。

　

現
任
教
育
の
頻
度
が
年
度
ご
と
に
改
め
ら
れ
た
こ
と
に

よ
り
、
教
育
計
画
書
及
び
警
備
員
教
育
の
実
施
年
月
日
、

内
容
な
ど
の
記
録
を
年
度
ご
と
に
作
成
し
、
備
え
る
必
要

が
あ
る
。

警備業法施行規則の一部を改正
新任教育の時間数は３分の２に


